留意事項１
家畜防疫員が現地に携行する用具
	項目
	品名
	数量
	∨
	備考

	１農場立入用衣類

	防護服
マスク
手袋（インナー）
手袋（アウター）
軍手
帽子
長靴
	人数分×２
人数分×２
１０
１０
５
人数分
人数分
	
	

	２臨床検査用器材
	体温計
プロバングカップ
懐中電灯
保定具、ロープ
鎮静剤
白布（１ｍ×30ｃｍ）
タワシ　
	２
１
１
１
頭数分
５
２
	
	

	３病性鑑定材料採取用器材
	外科用ハサミ、ピンセット
針付シリンジ（5ml水疱液用）
綿棒
PBS入り遠沈管（大小）
真空採血管（分離剤入）
採血針（18G,21G）
ホルダー
針入れ
アルコール綿花
試験管立
マジック
クーラーボックス（＋保冷剤）
	1セット
１０
１０
各５
１０
各１０以上
１０
１
１
１
１
１
	
	滅菌済


	４連絡及び記録用器材
	携帯電話
各種様式用紙（別記様式１，３）
事務用具
デジタルカメラ
画像送受信機材
地図
	１
１式
１
１式
１
	
	

	５消毒用器材
	消毒薬（ビルコン）
バケツ、ブラシ
噴霧器
	１
１セット
１
	
	

	６その他
	長靴入れ
履き替え用靴
ポリ袋（90L）
ポリ袋（20L）

豚キーパー（大小）
着替え
食料品、飲み物
	２
人数分
５
５
各２
人数分
適宜
	
	豚の場合


留意事項２
届出者等に対する指導に関する事項
１　家畜の所有者から通報があった場合
（１）偶蹄類以外の動物を含む全ての動物について、当該農場からの移動を自粛すること。
（２）飼養場所の排水については、適切な消毒措置を講じるまでの間、活性汚泥槽などで適切に浄化処理されている場合を除き、可能な限り流出しないようにすること。
（３）農場の出入口を１か所に限り、農場及び防疫関係者以外の者の立入りをさせないこと。
（４）農場外に物を搬出しないこと。家畜の所有者及び従業員等が外出する場合は、適切な消毒等を行うこと。
（５）異常家畜の生乳、精液等の生産物、排せつ物、敷料等は他の家畜と接触することがないようにすること。
２　獣医師から通報があった場合
（１）原則として、家畜防疫員の現地到着まで当該農場にとどまり、口蹄疫ウイルスの拡散を防止するよう助言・指導をすること。
（２）家畜防疫員到着後、当該農場を出る際には、身体、衣服、靴、眼鏡その他の携行用具の消毒及び車両の消毒を行い、直ちに帰宅すること。
（３）帰宅後は、車両を十分に洗浄するとともに、入浴して身体を十分に洗うこと。
（４）異常家畜が口蹄疫でないと判明するまでは、偶蹄類の動物の飼養施設に立ち入らないこと。
（５）口蹄疫と判明した場合は、異常家畜を診療し、又はその死体を検案した日から７日間は、偶蹄類の動物の飼養施設に立ち入らないこと
３　と畜場から通報があった場合
（１）異常家畜及びこれと同一の農場から出荷された家畜のと畜を中止すること。
（２）畜産関係車両の出入りを禁止すること。
（３）従業員等が外出する場合は、適切な消毒等を行うこと。
（４）従業員等は、異常家畜が口蹄疫でないと判明するまでの間、偶蹄類の動物の飼養施設に立ち入らないこと。
（５）異常家畜の所有者を直ちに特定し、十分な消毒を行った上で、直ちに帰宅するよう指導するとともに、１の（１）から（５）までの指導を行うこと。
（６）異常家畜の出荷に使用された車両を特定し、当該車両の消毒を徹底するとともに、当該車両が農場等に出入りしないよう指導すること。
なお、異常家畜の出荷元が府外農場の場合は、動物愛護畜産課から動物衛生課に連絡する。
４　家畜市場から通報があった場合
（１）家畜の移動を禁止すること。
　（２）従業員等が外出する場合は、適切な消毒等を行うこと。
（３）従業員等は、異常家畜が口蹄疫でないと判明するまでの間、偶蹄類の動物の飼養施設に立ち入らないこと。
（４）異常家畜の所有者を直ちに特定し、十分な消毒を行った上で、直ちに帰宅するよう指導するとともに、１の（１）から（５）までの指導を行うこと。
（５）異常家畜の出荷に使用された車両を特定し、当該車両の消毒を徹底するとともに、当該車両が農場等に出入りしないよう指導すること。
（６）異常家畜が搬入された日以降に、家畜市場から移動した家畜の移動先を特定すること。
なお、異常家畜の出荷元が府外農場の場合は、動物愛護畜産課から動物衛生課に連絡する。
留意事項３
検体の採材及び送付の方法
１　水疱材料が得られる場合
（１）材料：水疱上皮１g以上（異常家畜の舌又は口腔内のものが最良であるが、蹄部のものでもよい。水疱上皮は新鮮な破裂前のものが望ましく、同一群であれば複数頭から集めてもよい。発病当日のものが理想的である。）
（２）水疱上皮の保存：pH7.2～7.6に調整された0.04Ｍのリン酸緩衝液又はＭＥＭに入れる。
（３）材料の処理：保存液（水疱液そのものが得られた場合には保存液は不要。）を入れた送付容器に入れ、密栓し、容器の外側は４％炭酸ソーダ溶液で消毒し、破損や水漏れがないよう更に包装を厳重にして、氷を入れた容器に収めて運搬する。
２　水疱材料が得られない場合
（１）材料：病変部スワブ、食道咽頭粘液等（食道咽頭粘液については、採取器による採取後、広口びんに入れ、性状を観察し細胞成分が含まれていることを確認する。胃内容物や血液が混入した場合には、水又は緩衝液で口腔を洗浄し再度採取する。）
（２）食道咽頭粘液の保存液：0.08Ｍのリン酸緩衝液に牛血清アルブミン0.01％、フェノールレッド0.002％、抗菌性物質（ペニシリン1,000単位、ストレプトマイシン1,000μg/mL、ファンギソン2.5μg/mL）を添加し、pH7.2～7.6の範囲に調製する。
（３）材料の処理：病変部スワブ又は扁桃スワブ等、綿棒等で採取したスワブは、綿棒等が確実に浸る量の細胞培養液（pHは中性に調製）を入れた送付容器に綿棒等のまま漬け込み、密栓して外側を４％炭酸ソーダで消毒し、保冷（非凍結）して運搬する。食道咽頭粘液は、採取後直ちにその２mLを等量の保存液が入った送付容器に入れて混和密栓する。容器の外側は４％炭酸ソーダ溶液で消毒し、保冷（非凍結）して運搬する。
３　血液採取
（１）材料：血清（常法により血液を採取し、密栓試験管に入ったまま凝固させる。いかなる血液凝固防止剤（ヘパリン等）も用いないこと。）
（２）材料の処理：外側を消毒し、破損しないように包装を厳重にして、容器に収めて、保冷（非凍結）して運搬する。
４　検体の送付の方法
動物衛生研究所への送付に当たっては、事前に連絡の上、直接持ち込む。
空輸等最も早く確実な運搬方法を選び、検体には病性鑑定依頼書別記様式２を添付する。
留意事項４
防疫措置に必要な人員の確保に関する事項
１　口蹄疫の発生が確認された時点で、速やかに防疫措置を開始できるよう、府は、あらかじめ必要な人員の所在を把握し、必要に応じて集合を命ずる。
２　防疫従事者の確保に当たっては、あらかじめ作業に従事させようとする者の家畜の飼養の有無を確認し、偶蹄類の動物を飼養している場合は、直接防疫業務に当たらせないようにする。
３　府対策本部は、他の都道府県からの家畜防疫員の派遣要請を行う場合には、必要な人員、期間、作業内容等について、動物衛生課と協議する。
４　府対策本部は、自衛隊の派遣について農林水産省との協議が整った場合には、発生状況、派遣期間、活動区域、活動内容等について現地の自衛隊災害担当窓口と十分調整した上で、自衛隊法（昭和29年法律第165号）第83条第１項の規定に基づく災害派遣要請を行う。
留意事項５
発生農場における防疫措置の実施に関する事項
１　防疫作業の準備
現地対策本部は、事前に現地調査を行い、農場の建物の配置等を考慮して、テントの設営場所、資材置場等について検討するとともに、総括責任者、各作業ごとの責任者及び指揮命令系統を明確にする。
２　家畜の所有者に対する説明
家畜防疫員は、家畜の所有者に対し、口蹄疫の概要、関係法令の内容、所有者の義務及び防疫方針を説明するとともに、法第52条の３の規定により行政不服審査法（昭和37年法律第160号）に基づく不服申立てをすることができないことについて、遺漏なく説明する。
３　防疫措置の確認・指示
現地の総括責任者は、畜種別のと殺予定頭数、と殺の方法、死体処理方法、消毒面積その他必要な事項について、あらかじめ府対策本部に確認し、指示を受けるものとする。
４　ねずみ・ハエ等の駆除
家畜防疫員は、と殺実施前に、ねずみ、はえ等の駆除を実施する。
５　感染経路の究明のために行う検体の採取
感染経路の究明のために行う検体の採取に当たっての検体の種類及び検体数は、農場ごとの飼養状況や発生状況に応じて、動物衛生課と協議の上、決定する。
留意事項６
防疫措置従事者に関する事項
防疫措置従事者が防疫措置を実施するに当たっては、次の事項に留意する。
１　入場時は、防疫服、長靴等を着用し、私物を持ち込まないこと。
２　退場時には、身体、衣服、靴及び眼鏡を消毒した後、入場時に着用した作業着等を脱ぎ、手洗い、洗顔及びうがいを行うこと。また、場内で着用した作業着等は、消毒液に浸漬した後ビニール袋に入れ、外装を噴霧消毒した後持ち帰ること。
３　現地対策本部は、現地での着替えや靴の履き替えを円滑に行えるよう、農場の出入口に仮設テントを設置する等の配慮を行うこと。その際、作業の前後で作業者の動線が交差しないようにすること。
４　帰庁（宅）後、移動に利用した車両の消毒及び着用していた全ての衣服の洗濯を行うとともに、入浴して身体を十分に洗うこと。
５　防疫作業に従事した日から７日間は発生農場以外の偶蹄類の動物に接触しないこと。
留意事項７
移動制限区域内での指導事項
家畜防疫員は、移動制限区域内において、次に掲げる者に対し、それぞれ次に定める事項について関係者への指導を行う。
また、必要に応じ関係施設に立ち入り、その履行状況を監視する。
１　家畜の所有者
（１）畜舎等への関係者以外の者の出入りを自粛すること。
（２）農場関係者等の入出場時の消毒を徹底すること。
（３）口蹄疫ウイルスに対する効果が高い消毒薬を使用することとし、具体的には、次により消毒を行うこと。
①　畜舎の出入口、畜舎周辺及び衛生管理区域外縁部について、強いアルカリ性又は酸性を有する炭酸ソーダ、消石灰、クエン酸及び塩素系消毒剤等を用いて消毒する。
②　畜舎内については、塩素系消毒薬、ヨウ素系消毒薬等を用いて消毒する。
（４）パドック（運動場）の利用を控えること、農場周辺に囲障を設置すること、放牧家畜の囲い込みを行うこと等により、家畜と鹿、いのしし等の野生動物との接触を防止すること。
２　獣医師、人工授精師、削蹄師等の畜産関係者
（１）携行する器具及び薬品は最小限とすること。
（２）農場への入出場時には、身体、器具、車両等の消毒を徹底すること。
（３）消毒又は廃棄が容易な衣服、器具等を使用すること。
（４）車両の農場の敷地内への乗入れを自粛すること。
（５）移動経路を記録、保存すること。
３　飼料・生乳の輸送業者
（１）配送又は集乳の度ごとに車両の消毒を徹底すること。
（２）感染リスクの低い配送経路を選択すること。
（３）複数の農場を連続して配送又は集乳を行わないこと（第１１の２の（１）の発生状況確認検査により陰性が確認された農場を除く。）。
（４）消毒薬で濡らした布により生乳タンク排気口を被覆すること。
（５）配送経路を記録し、保存すること。
４　死亡畜回収業者
（１）車両の消毒を徹底すること。
（２）原則として、農場出入口で受渡しを行うこと。
（３）配送経路を記録し、保存すること。
５　化製場、食肉加工施設等の畜産関係施設
車両の消毒を徹底すること。
 
留意事項８
車両消毒等に関する事項
１　消毒ポイントによる消毒
（１）消毒ポイント設置場所
消毒ポイントの設置場所の検討に当たっては、警察署長及び道路管理者と十分に協議するとともに、周辺の住環境、農業への影響等も十分に勘案するものとする。
（２）消毒の方法
消毒ポイントにおける消毒の方法については、設置場所の特性も踏まえ、道路上への消毒槽・消毒マットの設置又は駐車場等への引き込み方式（動力噴霧器による消毒）により行う。
また、作業従事者は、車両を消毒ポイントに誘導する者と実際に消毒を実施する者を適切に配置する。
①　畜産関係車両
車両の消毒は、車体を腐食しにくい４％炭酸ソーダ、消石灰等を用いる。
また、極力車体に付着した泥等を除去した後、動力噴霧器を用いて、車両のタイヤ周りを中心に、荷台や運転席もの清拭も含めて車両全体を消毒する。
その際、可動部を動かすことによって消毒の死角がないように留意する。
また、運転手の手指の消毒及び靴底消毒を徹底する。
②　一般車両
最低限、車両用踏み込み消毒槽や消毒マットを用いた消毒を実施する。
その際、常に十分な消毒の効果が得られるよう、消毒薬を定期的に交換するものとする。
２　ホテル、ゴルフ場等における消毒
府対策本部は、口蹄疫の発生の状況及び発生のリスクの程度を踏まえつつ、公共施設、各種イベント、ホテル、ゴルフ場等、多数の者が集合する施設等について、自主的な消毒施設を設置するよう指導する。
３　正確な情報提供・指導
他都道府県での発生の場合、府は、適切な車両消毒が行われているにもかかわらず、発生県車両の出入りが制限されるようなことがないよう、正確な情報提供・指導を行う。
留意事項９
疫学調査に関する事項
基本方針
１　現地対策本部は、家畜、人及び車両の出入り、農場従業員の行動歴、農場への外部の者の訪問（当該訪問者の訪問前後の行動歴を含む。）その他口蹄疫ウイルスを伝播する可能性のある事項について幅広く調査を行う。
２　動物愛護畜産課は、調査対象が他の都道府県にある場合には、動物衛生課に連絡の上、当該都道府県畜産主務課に連絡する。
３　農場等への立入検査及び報告徴求は、法第51条第１項及び第52条第１項の規定に基づき、実施する。
実施項目
口蹄疫の感染経路をあらゆる面から検証するため、次の農場等について、関係者からの聴き取り調査等を実施することにより疫学情報の収集を行う。
１　調査対象
（１）発生農場
（２）発生農場と疫学関連のある偶蹄類飼養農場及び畜産関係施設(家畜市場、と畜場、飼料・敷料工場、飼料・敷料販売先、農協等）
２　調査事項
（１）農場の周辺環境（森、畑、住居、道路からの距離など）
（２）気温、湿度、天候、風量・風向など
（３）家畜運搬車両、集乳車、飼料運搬車両、死亡畜回収車両、堆肥運搬車両、機器搬入などの車両や運搬物資の動き
（４）農場主、農場従業員、獣医師、人工授精師、削蹄師、家畜商、飼料販売業者、敷料販売者、資材販売者、薬品業者、畜産関係者（農協職員等）、郵便局員、宅配業者、家族、知人等の動き（海外渡航歴、野生動物等との接触の有無を含む。）
（５）放牧の有無（有の場合は、その期間及び場所）
（６）しか、いのしし等の野生動物の分布、侵入及び接触機会の有無
（７）畜舎及び付帯施設の構造、野生動物の侵入対策など
（８）農作業用の機械の共有の有無
留意事項１０
ワクチンに関する事項
１　備蓄場所からの移送
ワクチン及び注射関連資材は、国の備蓄場所（動物検疫所等）から移送される。
２　接種
ワクチンの接種は、法第31条の規定に基づき実施し、原則として、接種地域の外側から発生農場側に向けて、また、豚を優先して迅速かつ計画的に実施する。
３　用法及び用量
ワクチン接種を実施するに当たっては、用法及び用量に従うものとする。
注射事故があった場合には、動物衛生課に連絡し、その指示に従うものとする。
４　未開梱、開梱又は期限切れのワクチン
未開梱のワクチンについては、動物衛生課及び動物検疫所と調整し返還する。また、開梱又は期限切れのワクチンについては、焼却処分するなど適切に処理を行う。
 
留意事項１１
家畜の再導入に関する事項
１　立入検査
再導入予定農場の立入検査は、原則として家畜防疫員が行う。ただし、これにより難いときはその他の府職員又は府が適当と認めた民間獣医師、市町村職員等も行うことができる。
２　確認事項
確認する内容は、以下のとおりとする。
（１）農場内の消毒を、と殺終了後１週間間隔で３回（防疫措置の完了時の消毒を含む。）以上実施していること。
（２）農場内の飼料、家畜排せつ物等に含まれる病原体の不活化に必要な処理が完了していること。
３　指導事項
家畜防疫員等は、当該農場に対し、初回の再導入の際は、念のため、畜舎ごとの導入頭数を少数とし、その後段階的に導入するよう努めるとともに、前回の消毒から１週間以上経過している場合には、導入前に再度消毒を実施するよう指導する。
４　発生への備え
家畜の再導入に当たっては、府は、万一の発生に備え、迅速に防疫措置を行える体制の確保に努める。
５　飼料、排せつ物等の移動
原則として、家畜防疫員等が農場内の飼料、家畜排せつ物等に含まれる病原体の不活化に必要な処理が完了していることを確認するまでの間、農場内の飼料、排せつ物等の移動を禁止する。ただし、家畜防疫員等の指示の下、輸送中の散逸防止の徹底等を図った上で、不活化に必要な処理のために農場外に移動する場合にあっては、この限りでない。
 
留意事項１２
野生動物における感染確認検査に関する事項
１　検体の採材、送付
府対策本部は、動物衛生課と協議の上、移動制限区域内において、野生の偶蹄類動物の死体及び猟友会等の協力を得て捕獲した野生の偶蹄類動物について、遺伝子検査及び血清抗体検査を実施するための検体を採材し、動物衛生研究所に送付する。
２　陽性時の措置
１の検査により、陽性が確認された場合には、次の措置を速やかに実施する。
（１）当該野生動物を確保した地点の消毒及び通行の制限・遮断
（２）当該地点から半径１０ｋｍ圏内の家畜の所有者に対する注意喚起及び飼養家畜の異状の有無の確認
　
３　野生の偶蹄類動物での陽性確認
２の（１）及び（２）の措置は、家畜での感染が確認される前に、１の検査により陽性が確認された場合であっても、野生の偶蹄類動物について同様に実施するものとする。
